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　本研究では、家族、家庭、家庭機能、家庭養育機能、ファミリーサービス等の概念の整理と新たな定義化、北米での

ファミリーサービスを日本で育成していくための在り方を考察し提言した。具体的には、①「家庭」の概念化、②個人

のウェルビーイングにかかわる「家庭」機能・③家庭養育機能の意義と内容、④ファミリーサービスの実現に向けて、

⑤ソーシャルケアとしてのファミリーサービス・システムの必要性、⑥ファミリーサービス・システムの基本的理念、

⑦ファミリーサービス・システムの局面、⑧ファミリーサービス・システムの供給主体の特徴、⑨主たる対象と機能、

⑩システムの強化のための方策等について論じた。
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1　家族・家庭・家庭機能とは何か一ファミリーサー

ビスの実現に向けて一

1．　「家雇」の概念化に向けてド

　ここでは、「家族」と対比させながら「家庭」の概

念を整理しておきたい。

　1）　「近代家族」を基盤に登場した「家庭」

　家族の形態や機能は社会によって多様であり、また

家族のイメージも時代や地域、階層によって同一社会

においてさえ複数存在することがつねである。とはい

え、こんにちわれわれが共有する家族イメージには、

ある一つの理念型が強く反映している。その理念型を

「近代家族」という。

　理念型としての近代家族は、夫婦・親子が強い情緒

的絆で結ばれた核家族をモデルとするが・ここに至っ

て、夫婦・親子が家族の単位であるという観念と、家

族は互いに愛情によって結ばれるものという価値観が

登場する。

こうした近代家族の価値観をもっともよく体現してい

るのがr家庭」である。

　家庭の象徴は「団らん」であるが、団らんとは、家

族員相互の情愛に満ちた相互作用の象徴である。つま

り「家庭」は、家族の日常生活場面の単なる表示であ

るにとどまらず、近代家族が包含する価値の表象とし

て位置づけられてきたように思われる。言い替えれば

「家庭」とは、愛情と慈しみとやすらぎの源泉として、

近代家族の登場以来イメージされてきたといえる。

　2）「家庭」概念の核心は近代個人主義
　ところで・家庭は家族から派生してきた概念である

が、近代家族という家族の一理念型と不可分の関係に

あることはすでに述ぺた6その意味では、家庭もまた

家族の一端を捲示する用語である。実際、英語圏では、

家族も家庭もたいていの場合区別なくfamilyと して指

示される。

　ただ、家族が通文化的な中立概念であるのに対して、
家庭は、「個」の確立した近代あ価値観、すなわち近

代個人主義を基盤にもつ概念である。家庭は明らかに、

相互作用しあう個人の存在が前提となっている。相互

作用しあラのは、愛し愛され、 保護し保護きれ、慈し

み慈しまれる親密な複数の個人である。そこには、情

緒の濃密な集積がみられる。「家庭」の概念は、その

意味で、家族集団に個が埋没していた前近代と決別し

た、個の存在を明確に意識した家族形成理念を下地と

しているのである。

　3）「家魔」の概念

　さて、r家庭」は、①近代家族を母体としているこ

と・②「個人」を明確に認識して成り立っていること・

さらにいえば、③個人間の情緒的な結びつきを不可決

の条件としていること、などをふまえて、以下のよう

に定義しておきたい。ここでは、家族と同様、家庭も

構造や機能を有するシステムとしてみなす。

r家庭とは、家庭を構成する成員“相互が、情緒に

基づく相互作用を行うことによって、生理的、社

会的、文化的、保健的欲求を充足するシステムで

ある。」

躍家庭を構成する成員とは、家族“およびこれに類

する人びとである。

“ここでいう家族とは・扶養のシステムにかかわる

少数の近親者のことである。

2．個人のウェルビーイングにかかわる「家庭」機能

　1）　「家庭」機能の位置づけ

　家庭が上記のように定義されるとすれば、家庭で期

待される機能とは、個人の生理的、社会的、文化的、

保健的な基本的な欲求の充足であり、それを基盤にし

ての～個々の成員の自己実現の保障である。

　r家庭」は、①情緒に基づく相互作用を機能的要件

とし、②成員の第一次的なウェルビーイングの追求、

すなわち、自己実現をめざす個人の基本的権利を最高

度に保障するシステムであり・③個人の生き方を支援

することを・システム目標とするものであるo

　上記のような位置づけにしたがって、家庭機能をつ

ぎのように定義しておきたい。

r家庭機能とは、家雇生活を共同する成員相互の情

緒的な結合を前提とする、成員のアイデンティ・テ

ィの形成および自己実現の保障である。」

　2）「家庭」機能の整備充実のために

　家庭機能は・成員相互において果たされることが期

待されるのはもちろんであるが・それが十分に果たさ
れえない場合には、①機能の遂行を阻害している要因

を発見し、すみやかに阻害要因が除去されるよう、ま

た、②家族および家族的成員だけでは遂行困難な状況

においては、必要に応じた補完的手段が講じられるよ

う、社会的・公的な支援対策の充実がつとに期待され
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る。

　こんにちr家健」は、社会の構成員が第一義的に所

属するシステムとしてみなされており・したがってそ

の整備充実は、社会の安定と発展のためには、最優先

の課題として取り組まれるべきものであると考える。

　一方、個人の自立と自己実現に高い価値が置かれ～

また、個人の生き方に対する選択性が最大限保障され

るべき社会の実現がめざされる中で、事実上、家族は

ライフスタイルとしてさまざまな形態をとりうる。な

かには、生殖家族を選択しないライフスタイルを志向

する人びともいる。そうしたライフスタイルの多様化

（および家族形態の多様化）の中で、「家庭」もまた

多様なあり方が予測される。たとえば、必ずしも家族

から構成されない場合や、同一個人が同時に複数の家

庭に所属する場合など、従来にはあまり見られなかっ

た状況の発生も当然予想される。しかし、どのような

場合であれ、 家庭は個人にとっては、自己のライフコ

ースのベースキャンプであり、個人のウェルビーイン

グを支柱にすえた家庭機能の充実が図られるぺきであ

る。

　こんにち・家族の小規模化、家族員の多システムヘ

の分属によ る、』家腱内相互作用機会の低下など、家族

だけで家庭機能を十分に遂行することは困難な状況が

生じている。今後、家庭内相互作用機会の制度的な保

障が図られると同時に、個人のウェルビーイングに資

する家庭機能の分担が、「家庭」的な諸機関の育成と

ともに、他の社会システムとの間でより促進される必

要があろう。

3．家庭養育機能の意義と内容

　さて、家庭養育機能は、これまで述ぺてきた家庭機

能の一部を構成するものであるが可とり1わけ重要な、

いわば家庭機能の核的部分を構成するものとして位置

づけられる。

　1〉人間形成としての家庭養育機能
　家庭養育機能とは、まず第一に、個人の発達の促進

である。子どもは、愛され、・慈しまれて育てられるこ

とによ って、自己の能力、素質、個性を適正に伸ばす

ことができる 。．いかなる子どもにもそうした環境が与

えられることは、子どもの基本的権利である。家庭養

育機能の機能的要件は、子どもに、発達を促す適正な

環境を提供することである。子どもにとって家庭は、

発達のための第一次的環境であり、自己実現のための

「ベースキャンプ』としての意味あいをもっている。

　子どもは、情緒的結びつきに基づく相互作用の中で・

人間らしい感情と他者への関係のもち方を学習する。

つまり、人と・「かかわり合う」ことを習得する。その

ことによってく社会のもっとも基本的なルールを身に

つける基盤を培うのである。

　子どもの年齢によって、家庭養育機能は変化する。

それは、発達のあり方や発達課題が変化していくのと

同様である。しかし、すでに述ぺたよう・に、 子どもは、

自己の発達にとってかけがえのない環境を、つねに、

また誰でも保障される権利をもつのである。子どもの

発達にとって不可欠な環境としての家庭を、アメリカ

の社会学者丁．パーソンズは、「fa皿ilyはパーソナリ

ティをつくる工場である」・と表現している。

　2）個人の発達を支援する家庭養育機能の内容

　家庭機能がそうであるように、家庭養育機能も、も

ちろん、情緒に基づく相互作用を前提としており、ア

イデンティティの形成と自己実現の保障を達成目標と

している。家庭養育機能には、それらの機能の延長線

上にさらに、子どもの発達の保障と促進どいう項目が

付加されよう。個人の発達を支援する家庭養育機能と

しては、具体的には次のような項目が含まれる。・

家庭養育機能の例示
　①健康で文化的な生活のための基本的な欲求充足

　②　個性、能力、意欲の促進

　③　社会性の酒養　．

　④親役割モデルの提供
』⑤　情緒的交流の機会の提供、等・

　簡単に説明を加えるならば、

①は、衣・食・住および生命の安全の保障は当然とし

て、人に受容されること、大切な価値を剥奪されない

ことなど、基本的人権にかかわる社会的、一文化的な欲

求をも含む。

②は、発達権の保障であり、・家庭養育機能としてはと

くに重視するものである。一’

③は、人とのかかわりの中で情緒を育み、 さらにその

ことを通じて他者との適切なかかわり方を培うことで

あるが、少子化の中では～この機能の促進のためには、

他システムとの連携がとりわけ必要かもしれない。

④は、将来、養育機能を十分に遂行するために不可欠

’な学習項目である。きょ うだい数の減少で親役割の予

期的社会化の機会が喪失したといわれているが、そう

した一般的動向をふまえても、また・特別な理由によ

り、学習すべき親役割モデルが欠如しているような場

合においても、この機能は重要である。

⑤は、家庭本来の機能ともいえ、子どもの発達のため
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には、不可欠な機能である。

　これらの具体的項目は、家族、あるいは家族的な人

びとによって担われることを本旨とするが、基盤の脆

弱な現代家族が・充実した社会保障のシステムを前提

として維持されうるものである以上、これらの十分な

機能遂行のためには、他機関との提携、および具体的

な公的支援策の策定が切に要望されるところである。

4・ファミリーサービスの実現に向けて

　　「家庭」は成員の第一次的なウェルビーイングの追

求、すなわち、自己実現をめざす個人の基本的権利を

最高度に保障するシステムである、と指摘した。だが、

家庭は「ウェルビーイング追求」のシステムであると

同時に「病原システム」・「病理発生のシステム」で

あるとの認識から出発しなければならない。

　すでに、学会では、数多くの子どもや大人の神経症、

その他の精神疾患、あるいは非行や犯罪や自殺などの

私的・社会的不適応現象の究極的原因が家庭に存する

のではないかという発想が顕著になってきている。 つ
まり、個人のこうした病理現象は、個人自身よりも、

むしろ家庭における構成員の閲係性の歪みに問題があ

ると考えられているのであるo

　だが～残念ながら伝統的な日本の児童福祉は、児童

には対応してきたがその児童の帰属する家庭（親）を

対象としたサービス・プログラムを用意してはいない。

時代的に家庭崩壊を予防するための、全体としての家

庭の構成員の関係を健廠化するための、言い替えれば、

「病原機関」的な兆候から「ウェルビーイング追求」、

「健康な家庭機能回復、増進」の方向に家庭を支援す

るためのファミリーサービスの必要性が認識されてき

ている。

・いわば、21世紀に向けて「児童家庭保健福祉サー

ビス」を統合したファミリーサービス・システムの構

築が求められているのである。

　一般にファミリーサービスとは、北米では、個人の、

家庭のウェルビーイングを支えるヒューマンサービス

をいう。具体的には、カウンセリング、家族療法、グ

ループカウンセリング、ファミリー・ライフ・エデュ

ケーション、コミュニティワーク（アドボカシー、ア

ウトリーチ、ボランティア・トレーニング〉、公開講

座などのさまざまなプログラムによって構成されてい
る。

本稿では、ファミリーサービスとは、健康な家庭機

能の維持及び構成員のウェルビーイングを回復、増進

するために提供される、ケア、教育、相談、トリート

メント活動をいうことにする。

文献

　山根常男監修本村汎・高橋重宏編『家族と福祉の未
　来』全国社会福祉協議会、1987。

U　児童と親のウェルビーイングを増進するための社

会的・公的支援システムーファミリーサービスシス

　テムの構築に向けて一

Lファミリーサービスシステムの基本的考え方

　1）ソーシャルケアとしてのファミリーサービスシ

　　ステムの必要性
　長い間わが国では、ソーシャルケァと私的ケアを切

り離し・別個の存在としてとらえてきた。とりわけ、

福祉領域ではこのような傾向が強く、ソーシャルケア

は特殊な状況である私的ケアの破綻への対応であると

いう見方が優位であった。ところが高齢社会の到来に

より、私的ケアの破綻が特殊な状況ではなく、社会体

制全般をも含む一般的な危機となり、ケア構造の転換

が要請されることとなった。このことは、 高齢者問題
に限らず、その裏側にある少子化社会の子育て問題に

おいても同様である。

　とごろで、高齢者の介護問題、子育て問題における

社会的介入の必要性の根拠としては、女性の社会進出

などをその説明変数として用いながら、家庭の介護・

子育てに関する機能・能力の低下ということが多くあ

げられている。しかしながら、家庭の介護・子育て能

力は本当に低下したのであろうか。このことについて、

3つの角度から検討してみたい。

　第1は、対処能力・情報処理能力に関する問題であ

る。家庭および世帯構成員の生活様式の急激な変化に

より、日常的に処理しなければならない問題で、過去

の経験や蓄積では処理が困難なものが質量ともに増大

している。それに対応するために情報が提供されるが、

それが余りに膨大・詳細であり、かつ中には相互に矛

盾しているものもあり、家庭の側の処理能力がこ れに
追随していないというのが現状であろう。超高齢社会

あるいは少子社会での介護・子育て問題もこの中の一

つである。すなわち、家庭の介護・子育て能力の低下

は、既存の枠内での低下ではなく、新しい問題に対す

る対処能力の欠如の結果である。これにっいては、家

庭に対しては情報処理能力と技術向上のための援助が、

サービス供給側については、情報の中身と供給体制の

ありかたの再検討が必要と考えられる。

　第2は、内容の変化に関する問題である。これは新

しい問題としての家庭の介護・子育て問題が、個人の
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生活形態の多様化あるいは心身の状況の変化に伴い、

質最ともに非常に高度で、多様な内容となっていると

いうことである。とりわけ、情報の豊富さが、内容の

高度化、多様化を一層促進している。たとえば、「一

児豪華主義」などと評せられる状況は、この典型であ

る。すなわち、家庭で対処すべき内容の質的、量的増

大、あるいは期待の高揚に対して、家庭の側の対処量

（割合）が増えていないということであり、対処量そ

のものが大きく低下したとは必ずしもいえないという

ことである。

　第3は、ケァ負担者に関する問題である。世帯が小

規模化していることは統計的に明白である。また・日

常的な付き合いをする親族関係や地域閲係も疎遠化、

希薄化している。家庭に期待されるケア総量が増加し

ているにも関わらず、家庭内に限らず、親族、地域を

含めて、ケア負担者が減少し、特定の人にケア負担が

集中しているというのが今日の時代状況である。この

ことは一人あたりの負担量が従前に比ぺて増大してい

るということである。すなわち、家庭の介護・子育て

能力の低下は、負担者の減少によるもので、一人あた

りが実際に負担している量については必ずしも減少し

たとはいえない。むしろ、子育て初期あるいは高齢者

介護については、増加しているともいえる。

　ファミリーサービスシステムを社会的に構築してい

く必要性は、以上のように家庭の介護・子育て能力の

低下が、「家庭機能の低下」という一言で、しかも家

庭の側の問題として認識される状況に対して、国民が

あるいは国が選択した社会の変化の必然として発生す

るものであって、責任の一端が社会の側にも存在する

ところにある。

　2）ファミリーサービスシステムの基本的理念

　ファミリーサービスの基本的な考え方は、破綻主義

かうサポート主義、形成主義への理念の転換である。

子育て問題についていうと・子育てに伴う家庭の側の

負担量の増加にも関わらず、ケア提供者が減少し、結

局一人あたりの期待負担量が増加している状況に対す

る対応であり・一人あたりの負担量の軽減と、情報処

理を含めた対処能力の向上にある。すなわち、「家庭

が十分な機能を果たしていない」という前提での関与

ではなく、r家鷹は家庭なりに頑張っている」という

視点での関与、サポートサービスあるいはリスパイト

ケアサービスとしての関与ということになる。

これを図式化すると、従来の破綻主義型のソーシャ

ルケアサービスは・家庭を中心とした私的ケァが機能

しなくならて初めて機能するサービスであり、私的ケ

ァと協働的な関係が少なかったのに対して、今日求め

られているサポート型のサービスは、私的ケアを支え

るサービスであり、主体をむしろ当事者においてそれ

を側面的、背後的に支えるサービスであるところに特

徴がある（図1）。ファミリーサービスは、ソーシャ

ルケアと私的ケアと協働関係を結ぶこと・もっと積極

的には・システムとして両者が一体化していく・ことで・

子どもたちの成長発達、さらには生活を支えていくこ

とを基本的な理念としている。

図1　ソーシャルサポートとしてのソーシャルケア

　また、このような協働化された、あるいは一体化し

たサービスの中心は・あくまでも当事者たる子どもあ

るいは家庭であり、これらの主体性が尊重されるぺき

ことはいうまでもない。それぞれの家庭が、多様な選

択肢の中から、自分たちにふさわしい生活様式を構築

することが基本であり、社会の側があたかも「水戸黄

門の印籠」のような道徳的、標準的な生活モデルの中

に錯箔するといった状況は、最も避けねばならないこ

とである。

　3〉ファミリーサービスシステムの局面

　ファミリーサービスシステムはシステムの一つであ

り、構造と槻能を有する有機体であるoここではごの

うち、機能的側面にっいて、援助の局面と絡めながら

概説する。

　リスパイトサービス・サポートサービスと しての援

助は、基本的には予防的観点から進めるべきであるる

ここでいう予防には、発生の予防、重度化・深刻化の
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予防（早期発見・早期対応）、再発の予防の大きく三

つの段階がある6これら個々の局面において、中心的

に関わるソーシャルシステムがあり・さらにそれらを

総合的に構造化したものとして、社会的なサービスシ

ステムの全体があることが望ましい。これを図式化し

たのが図2であるo

判断）、援助計画の策定段階（当事者に対する援助の

開始の同意・通告、 アセスメント、関係者による援助

計画の策定）、援助の実施段階（当事者に対する援助

計画の提示と同意・修正・通告、援助の開始）、実施

された援助の評価（エバリュエーション、継続的援助

の必要性の判断、再計画・継続的援助）、援助の終結

図2　援助の局面

発生干防対策（啓蒙活動・啓発活動／保胃所・幼稚園・掌校・地城・母現クラプ・母織挙級・各種健診・マスコミ等）

発見のためのシステム轍関
問題¢

緬社専門機開（児栂・家児紹・概祉事務所）

鮭医療機関〔藻健所・医療機関｝

育教育機関1保官所・幼稚【目・学校）

の他の専門機関（警照・家測

域機閑 鑑講雛・〕その他（家族覗族・近隣・知人1

発見

祇祉事務所

児童狂

見守りのためのシステム・機閥

発見・疑惑

〔逝告）

児童椙談所

フオローアツブ体制

　見守リシステム

　仲問グルrブ
（セ’瓢暢舞り

一次的絡結

援助システム

　　↓

　耶災の第1次確あ
（環境翻査・アセスメント）

　事爽の第2次確認
（面接餌査・アセスメント）

対応計画の策定

多様な対応メニュー

　　ケア陥
〔エノ《リ漏工一シ3ン）

対応計画の爽施

終　結 灘〔灘貌…

　これを現状の児童福祉対策との関係でいうならば・

第1の発生予防が主として健全育成対策と呼ばれるも

のであり、第2の予防段階である重度化・深刻化の予

防が、いわゆる要保護児童対策である。現状では、こ

の段階に最も力点が置かれているqそこでこの援助段

階をもう少し細分化すると、理念的には、発見段階、

認定段階（事実関係判断のための調査、援助の開始の

段階（援助の終結の判断・再発予防・見守りシステム

ヘの引継）などの局面に転開することが可能である。

これらの局面が、実際には並行的に実行され、また、

エバリュエーションの結果によって・常に循環すると

いう特徴を有する。

　第3の予防段階である再発予防については、残念な

がらこれを積極的に意図した施策は少ない。しかしな

70



高橋他：1．子どもと親のウェルビーイングを増進するための社会的・公的支援システムに関する研究

がら、図2に示すように、多くの場合、実際上は発見

のためのシステムがこれを担うことになると考えられ・

その意味では、発生予防と一してすでに組み込まれてい

ると解釈することも可能である。すなわち、既存のシ

ステムがこのような機能を意識するかどうか・システ

ム内にこの機能を積極的に組み込むかどうかという問

題にすぎない 。

・ファミリ→サービスシステムも、広義にはこのよう

なシステマティックなものとして把握し、その中での

サブシステム論として個々のケァシステム、サポート

システムが構築されることが望ましい。

置費に基づくサービスもこれに分類できる。このサー

ビスは、供給の安定性・サービス内容の透明性、供給

対象を限定できるなどの特長をもつが、反面、柔軟性

に欠ける、 スティグマ性が高いなどの欠点も有するし・

何よりも公的資金がかかりすぎると批判する。企業型

システムとは市場べ一スで提供されるシステムであり・

対象を限定しない、柔軟性が高いなどの特長を有する

が、一方で契約関係が供給側中心に設定されやすい、

サービス価格設定のため実際上は利用者が限定されて

いると同然である、などの欠点を有する。第3の住民

主体型システムとは・、自発型・あるいは参加型ともい

われるもので、当事者に最も近い立場をとることがで

2．本稿で取り扱うファミリーサービスシステム

図3　在宅ケア供給システムの分類

　1）ファミリーサービスシステムの供給主体の特性

　今日の社会福祉サービスの推進方向は、大きく4つ

に分類することができる。第1は、家庭基盤の強化を

意図した方策である。児童福祉の分野でいうと、育児

休業制度～児童手当制度の拡充などがこれにあたる。1

第2は、相談および情報提供体制の充実である。これ
には、’ 庭支援相談事業、乳幼児健全育成相談事業、

乳幼児健全発達支援相談事業、すこやかテレホン事業、

子ども家雇相談事業などが該当する。第3は、相談事

業のフォローアップとしての公的サービスの充実であ

る。とりわけ、｝時的保育事業に代表される保育サー

ビスの柔軟化の推進は評価できる。また、入所施設で

のショー トステイ事業も期待される取り組みである。

第4は、非公的なサービス、私的なサービスの支援で

ある。公的なサーゼスが質的、量的に限界があること

は、今日多くが認めるところであり、これを補完する

ものとして位置づけられるのがこの領域のサービスで

ある。これはさらに大きく2つに分けられるが、1つ
はベビーシッターのような企業化されたサービス｛も

う1っは非営利民間団体が行うサービスや、地域、当

事者同士などで行われるセルフヘルプグループのよう

なインフォーマルなサ』ビスである。

　ファミリ」サービスシステムは・これらす琴てに関

連するサービスであるが、これを担う供給主体は、サ

ブシステムを含めて考えると非常に多様である。従来

サービス供給主体は・個々に独立したものとして存在

しており・行政型供給システム・認可型供給システム・

市場型供給システムζ参加型（自発型）供給システム

等、 3つないしは4つの分類で整理されてきた。これ

を図式化したのが図3である。

　この図は・公的介入挫と営利性という2つの軸で・

サービス供給システムを分類したものである。行政主

導型システムとは・ いわゆる公的サービスであり・措

低

公的介入

高

利罵逮部性

　、　　 謬
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きる。しかしながら、サービス供給の安定性に欠けた

り、時には企業型以上に質的保証、安全保証が明確で

ない。

　このような既存のサービス供給システみの見直しは、

公的介入性をできるだけ弱め、供給主体の主体性をで

きるだけ尊重する方向で行われている。これは、たと

えば福祉公社、生活協同組合による福祉サービス、民

間ケァグループの紐織化のよう な、 新たな供給主体の

育成だけでなく、既存の供給主体自らもそういう方向

に移行する傾向 にある。行政主導型システムでいうと、

措置型のサービスから契約型・利用型のサービスヘの

移行であり、企業型サービスでは公的機関からのサー

ビス委託、あるいは公益法人化、住民主体型サービス

では社会福祉協議会等を通じての組織化支援、ふれあ

いのまちづくり事業などである。
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　いわば、あらゆるサービスを、中間型のサービス供

給主体へと移行させ、そのことによって連係、協働推

進体制を強化しようとする方向である。本稿で取り扱

うフプミリーサービス供給システムも、まさにこのよ

うな性格を強く帯びたものであるし、一般にこのよう

な方向で考えるのが妥当であろう。

　2〉主たる対象と機能
　これまで述ぺてきたように、ファミサーサービスシ

ステムは非常に多様な機能を担い・また非常に多様な

機関で提供されるものである。したがって、ここでこ

れらすべてを具体的に検討することは困難であり、一

定の限定をせざるを得ない。ここでは、援助対象、供

給システム・供給主体・サービス機能の4つの側面か

らこれを限定する。

　まずシステムが援助する対象であるが、これについ

ては家庭児童の健全育成、あるいは極めて一般的な子

育て問題としたい。このことは、時には従前の施策の

中にすでに包含されており、何も新しいものが出てこ

ないという批判もあろうが、やはりより多くの家庭や

子どもが関係するものであり、地域差の解消、あるい

はメニューの拡大ということも必要であろうという認

識である。

　第2は供給システムに関する問題である・供給シス

テムの全体像については・すでに言及したところであ

るが、全体像は現実には未完成なものであり、ここで

はサブシステムあるいはさらにその下位システムで・

すでにサービスを供給しているものあるいは供給が具

体化しつつあるものについての検討が中心となる。し

たがって、ファミリーサービスシステムの全体像まで

は言及できない。

　第3は供給主体に関する問題である。供給主体の考

え方については、前項で言及したところであるが、主

体そのものについては、中間化が進行中でもあり、特

定の供給主体に限定することなく、非常に多様な主体

を取り扱うものとしたい。また、供給方法についても、

できるだけ多様なものを組み込みたい。ただし、既存

の施設をべ一スにした展開については他章に委ねる。

　第4は、サービス機能あるいは局面に関する問題で
ある。 これについては、現状では発生した問題、ある

いは深刻化した問題への援助が最も閲心の高いところ

であるが・ここでは地域・住民を取り込んだサービス

として最も期待が高い、発見やフォローアップを組み

込んだ、あるいは初期対応程度までを組み込んだシス

テムを中心に検討したい。

3〉システムの強化のための方策

　ところで・システムとしてのファミリーサービスは・

どのようにすれば強化できるのか。システムとは前述

のように、構造と機能を有した有機体であり、複数の

構成要素が絡んで成立していることが多い。とりわけ、

多様な供給主体の推進が叫ばれている今日では、この

ような状況が多くなると考えられる。 そうすると、構

成要素間でのネットワークという問題が発生してくる。

ここでは・ファミリーサービスシステムというネット

ワークを蜘蛛の巣になぞらえて、その強化方策を4つ

の角度から検討する。それについては、蜘蛛の巣は蜘

蛛が食糧を確保するための道具であり、そのこととフ

ァミリーサービスネットワークによって優れたサービ

スを提供するということ（サービス効率をあげること）

を、同等の目標として考えたい。ただし、ここでいう

サービス効率とは・当然のことながら経済学がいう費

用効果性ではなく、二一ズ充足効果性あるいは目標達

成効果性であり、生活者の側からみた効率を問うもの

であることはいうまでもない。

　第1は、蜘蛛が餌を確実に確保するには、糸の数を

できるだけ多くして、網をできるだけ大きく張る、あ

るいはできるだけ細かく張ることである。これをファ

ミリーサービスシステムに置き換えると・関係する機

閲、個人をふやすこと、できるだけ多くの関わりを確

保するということになる。

　第2は、結ぷ糸を太くして隙間を狭くし、間から漏

れる餌を少なくすることで、多くの食糧を確保するこ

とである。これは、関係する機関聞の連係を強め、意

志疎通を円滑にするということであり、いわばネット

ワークの心髄である。これには、情報交換システム、

ケースカンファレンス・ケースコミッティー・リファ

ーシステムといったものが含まれる。

　第3は、蜘蛛の糸がもつ粘性を強くして、確保した

餌を逃さないようにすることである。サービスネット

ワークでいうと、サービスを人間味豊かにすることで

利用者との信頼閲係あるいはきめ細かさを出すことで

ある。たとえば、これは基本的には援助者としての態

度に関わる問題であるが、ボランティアや地域の人の

関わりを強めるなどの方向も考えられる。これは、利

用者のモニタリングあるいは不服申し立てシステムに

も通じるものである。また、サービスメニューの多様

化、機能の強化もこの領域に属する課題である。

　第4は、網の張り場所、あるいは網の支えに関する

問題である。餌の多いところ、すなわち二一ズの高い

ところに網を張るのが基本であるが、あまりにも多く、

の餌がかかると網は墜落する。二一ズの高いところは・

第3の強化方策でキャッチできるとして、支えの強化

は、人材を確保するあるいは資金を投入する作業であ
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高橋他：1．子どもと親のウェルビーイングを増進するための社会的・公的支援システムに関する研究

る。サポートシステムとしてのファミリーサービスシ

ステムヘの行政の関わりの中心はここにある。

図1服肋ネットワークの強化

　本稿は、平成4年度厚生科学研究費による家庭・出

生問題総合調査研究「家庭機能に閲する研究＝家庭養

育機能及び家庭に対する社会的・公的支援に関する研

究報告」の一部である。なお1－1、2、3は岩上真
珠、高橋重宏、佐々木政人、加藤純、大竹智が研究協

議し、岩上真珠が、4は高橋重宏が執筆した。∬は山

縣文治と倉石哲也が共同執筆した。
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